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－科学技術分野における構造改革の成果と進捗状況－
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科学技術政策担当大臣

総合科学技術会議有識者議員
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Ⅰ．科学技術政策の主な動き

１９９５年 科学技術基本法の制定

１９９６年～２０００年 第１期科学技術基本計画
・５カ年 １７兆円（実績１７．６兆円）

２００１年 省庁再編成－総合科学技術会議発足

《総合科学技術会議の使命》
・総理のリーダーシップの下、科学技術政策推進の司令塔
・各省間の縦割りを排し、先見性と機動性を持った運営
・世界に開かれた視点、人文社会科学とも融合した「知恵の場」
・科学技術の両面性に配慮、科学技術に関する倫理の確立

２００１年～２００５年 第２期科学技術基本計画
・５カ年 ２４兆円

・「重点化」と「システム改革」
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○｢産学官連携の基本的な考え方と推進方策｣ (H14.6.19）
○｢知的財産戦略について｣(H14.12.25、H15.6.19)  
○｢競争的研究資金制度改革について｣(H15.4.21)
○「研究開発型ベンチャーの創出と育成について」（H15.5.27）

など

資源配分の方針

概算要求施策の精査・
優先順位（ＳＡＢＣ）付け

各 種 提 言

政
府
予
算
案
等
へ
反
映

○各省における科学技術
関係施策の展開
○各種制度改革
・規制改革
・税制改正、等

各年度の重点課題

Ｄｏ

科学技術システム改革

○分野別推進戦略(H13.9.21)
○｢ＢＴ研究開発の推進について｣ (H14.12.25)
○｢地球温暖化対策技術研究開発の推進について｣（H15.4.21）
○「情報通信研究開発の推進について」（H15.5.27）
○「ナノテクノロジー・材料分野の産業発掘の推進について」
（H15.7.23） など

※H13.1～H15.7 答申4件、意見具申33件

Ｓｅｅ

国家的に重要な研究開発の評価(総合科学技術会議で評価)

府省で評価

国の研究開発評価に関する大綱的指針（H13.11.28 内閣総理大臣決定）

基本計画のフォローアップ(毎年度、3年経過後詳細フォローアップ)

○「科学技術基本計画(平成13～17年度)に基づく科学技術政策の進捗状況」（H15.5.27）

Ｐｌａｎ
第
一
期
科
学
技
術
基
本
計
画
(H８.７.２)
閣議決定

科学技術の戦略的重点化第
二
期
科
学
技
術
基
本
計
画
(H13.3.30)
閣議決定

Ⅱ．科学技術政策の全体像
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Ⅲ．第２期科学技術基本計画のポイント

科学技術の戦略的重点化

•基礎研究の推進

•国家的・社会的課題に対応した
研究開発の重点化

•分野別推進戦略の作成

•ライフサイエンス分野

•情報通信分野

•環境分野

•ナノテクノロジー・材料分野

•急速に発展し得る領域への対応

科学技術システム改革

•評価システムの改革

•競争的な研究開発環境の整備

•産学官連携の仕組みの改革

•地域科学技術振興

•科学技術振興のための基盤の整備
（知的財産制度の充実、施設整備）

•科学技術関係人材の育成・確保
の改革 等

l５カ年で政府研究開発投資の総額規模は２４兆円（※）
l５０年間でノーベル賞受賞者３０人程度（欧州主要国並み）
（※）前提：第２期基本計画期間中の政府研究開発投資の対ＧＤＰ比率１％、ＧＤＰの名目成長率３．５％
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平成１３年度 平成１５年度
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平成１５年度科学技術関係予算の分野別金額の増減
（平成13年度に対するパーセンテージ）

ライフサイエンス

情報通信

ナノテク･材料

環境

エネルギー

製造技術

フロンティア

社会基盤

Ⅳ．科学技術の戦略的重点化

7,221億円 7,813億円（＋592億円）

●分野別推進戦略（H13年9月21日）・・８分野における研究開発の推進戦略を策定

優先順位付け（ＳＡＢＣ）を経て政府予算案へ反映

（一般会計分）
Ｓ： ９０項目（29％） Ｓ：＋２１．２％
Ａ：１２９項目（41％） Ａ：＋ ３．４％
Ｂ： ６６項目（21％） Ｂ：▲ ４．７％
Ｃ： ２７項目（ 9％） Ｃ：▲７３．５％

Ｈ１５年度優先順位付けの結果 １４年度当初予算額
よりの伸び率

（財務省算出）

（一般会計分）

特に、重点４分野（ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ・情報通信・環境・ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ材料）については、優先的に研究
開発資源の配分を実現

【重点４分野】（大学に係る予算を除く。）

●基礎研究の強化（競争的研究資金の拡充と改革）

●経済活性化のための研究開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（1,327億円：Ｈ14年度補正予算・Ｈ15年度当初予算による新規）
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Ⅴー１．科学技術システム改革（１）

府省で評価の実施

○研究開発の評価は、研究開発活動の効率化・活性化を図り、より優れた研究開発成果の獲得、優
れた研究者の養成を推進し、社会・経済への還元等を図るとともに、国民に対して説明責任を果たす
ために、極めて重要な活動。

○改革の方向
①評価における公正さと透明性の確保、②評価結果の資源配分への反映、③評価に必要な資源の
確保と評価体制の整備

○改革の方向に基づき、旧大綱的指針を発展的に見直し、策定。

効果

○各府省は、大綱的指針に
沿って具体的な指針を策定し、
評価を実施。評価結果は資源
配分等へ反映。

資源配分等に反映

○科学技術政策担当大臣及び
総合科学技術会議有識者議員
が科学技術関係概算要求の優
先順位（SABC）付けに活用す
るとともに、関係府省が、推進
体制の改善や予算配分に反映。

◎｢大規模新規研究開発の評価｣(H14.12.25意見具申)
総額約500億円以上の研究開発３課題(再生医療の実現化プロジェクト、
準天頂衛星システム、イネゲノム機能解析研究）

◎「指定して行う評価」
４課題(脳科学総合研究、タンパク質関係４プロジェクト、大型放射光施設、
国際宇宙ステーション計画）

○「競争的研究資金制度の評価」（H15.7.23意見具申）（７制度）

○｢総額約10億円以上の研究開発の評価｣(H14.11.11決定)（164課題）

（注）◎印は今後も引き続き実施（大規模新規は総額約300億円以上に拡充）

総合科学技術会議
国の研究開発評価に関する大綱的指針（H13.11.28内閣総理大臣決定）

評価システムの改革

国家的に重要な研究開発の評価
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競争的な研究開発環境の整備

産学官連携の仕組みの改革

○大学発ベンチャーが急速に増加（Ｈ７年度６２→Ｈ１４年度５３１）

●競争的研究資金制度の改革

●制度改革（ＴＬＯ法、創業支援・ベンチャー関連税制、国立大学法人化 等）

●意識改革（産学官連携推進会議（内閣総理大臣表彰）、産学官連携サミット等）

○ＴＬＯ（技術移転機関）による特許出願件数等が増加（Ｈ１１年度以前 ３１７件→Ｈ１４年度末１６１９件）

○大学と企業との包括的連携協定の動き 等

Ⅴー２．科学技術システム改革（２）

・Ｈ１２年度約３，０００億円→Ｈ１５年度３，５００億円
（目標：Ｈ１７年度６，０００億円）

●競争的研究資金の拡充

・プログラムオフィサー、プログラムディレクターの設置等、課題採択システムの改革に着手

・科学研究費補助金等の１０制度について繰越明許費化など、予算執行の柔軟化を実現 等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

12 年度     13 年度    14 年度  15 年度予算         17 年度目標 

2,968 

3,265 
(+10.0%) 

3,443 
(+5.5%) 

3,490 
(+1.4%) 

約 6,000 

金 

額 

（ 

億 

円 

） 

50.6％ 

12.8％ 
10.9％ 

10.8％ 厚生労働科学研究費補助金(厚生労働省)  

科学技術振興調整費(文部科学省)  

（競争的研究資金予算額の推移）

戦略的創造研究推進事業(文部科学省)

科学研究費補助金(文部科学省)



9

大学発ベンチャー企業数、及び大学と民間企業等との共同研究数の推移
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第１回 平成13年 11月 19日 300人
第２回 平成14年 11月 18日 1,200人
第３回 平成15年 11月 17日（予定）

産学官連携推進のための会議開催実績

第１回 平成14年 6月 15-16日 3,700人
第２回 平成15年 6月 7- 8日 4,000人

九州（福岡市） 平成13年 10月 20日 300人
近畿（大阪市） 11月 5日 550人
北海道(札幌市) 12月 1日 300人
中部（名古屋市） 12月 15日 500人
東北（仙台市） 平成14年 1月 26日 450人
中国（広島市） 2月 2日 550人
沖縄（那覇市） 2月 16日 360人
四国（高松市） 2月 23日 420人
関東（東京・品川） 3月 16日 1,000人
中国（松江市） 11月 9日 600人
中部（名古屋市） 12月 12日 500人

参加者（概数）

計 14,730人

産学官連携サミット

地域産学官連携サミット

産学官連携推進会議
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Ⅴー３．科学技術システム改革（３）

地域科学技術振興

●地域での科学技術振興に向け、地域が主体となった科学技術集積への取組み
（地域クラスター）が全国的に拡大

公共事業依存型から科学技術駆動型の地域経済発展へ

●地方財政再建促進特別措置法等の規制改革の実施
・地方公共団体から国立大学等に対して、研究開発に係わる土地・建物等の無償貸与／
寄付講座設置が可能

産業クラスター計画 １９地域
知的クラスター創生事業 １５地域

●知的特区（構造改革特別区域における科学技術関係の規制の特例措置）
・外国人研究者の在留期間の延長・資格要件の緩和
・国立大学等の施設・設備のベンチャー企業への廉価使用条件の緩和 等
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中部経済局③
デジタルビット産業創生プロジェクト
（約９０社 １０大学）

中部経済局①
東海ものづくり創生プロジェクト
（約３８０社 ２５大学）

九州経済局②
九州シリコン・クラスター
計画（約１００社 １８大学）

沖縄経済部
OKINAWA型産業振興プロジェクト
（約１００社 １大学）

中部経済局②
北陸ものづくり創生プロジェクト
（約９０社 １１大学）

中国経済局②
循環型産業形成プロジェクト
（約７０社 ８大学）

中国経済局①
中国地域機械産業新生プロジェクト
（約１００社 ９大学）

九州経済局①
九州地域環境・リサイクル産業
交流プラザ（K-RIP）
（約１７０社 １８大学）

四国経済局
四国テクノブリッジ計画
（約２６０社 ５大学）

北海道経済局
北海道スーパー・クラスター振興戦略
（約２８０社 １５大学）

東北経済局①
高齢化社会対応産業振興プロジェクト
（約１２０社 １７大学）

東北経済局②
循環型社会対応産業振興プロジェクト
（約１１０社 １２大学）

関東経済局③
首都圏情報ベンチャーフォーラム

（約１７０社）

近畿経済局
①近畿バイオ関連産業プロジェクト（約２２０社 ３４大学）
②ものづくり元気企業支援プロジェクト（約２３０社 ３０大学）
③情報系ベンチャー振興プロジェクト（約２００社）
④近畿エネルギー・環境高度化推進プロジェクト
（約８０社 ５大学）

関東経済局①
地域産業活性化プロジェクト
（首都圏西部（ＴＡＭＡ）地域、中
央自動車道沿線地域、東葛・川口
地域、三遠南信地域、首都圏北部
地域）（約９７０社 ４６大学）

関東経済局②
バイオベンチャー育成
（約９０社 ９大学）

参考１（産業クラスター計画）Ｈ１３年度～ １９地域（経済産業省）
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・地域での計画の立案、自主的な運営

産業の優位性の確保

知的クラスター
・平成１４年度事業開始
１５地域で実施中
・５ヵ年計画：２５億円/地域

・得意の技術分野に特化

・新技術の積極的な特許化、権利化

大学の「知恵」の活用

地域の主体性、競争重視

・大学共同研究センター等を活用、
産学官で共同研究

・「目利き」（科学技術コーディ
ネーター等）の参画

企業化、知財戦略の導入

知的財産の蓄積

（例）神戸クラスター

○参加機関
神戸大学、大阪大学、京都大学、
理化学研究所、関連企業等

○再生医療、先端医療産業のクラス
ター形成を目指した産学官共同研
究等を実施

○中核研究所
先端医療センター

神戸クラスター神戸クラスター
[[ライフライフ]]

浜松クラスター浜松クラスター
[ IT [ IT ・ライフ・ライフ]]

関西文化学術研究関西文化学術研究
都市クラスター都市クラスター
[ IT[ IT・ライフ・ライフ]]

高松クラスター高松クラスター
[ [ ライフライフ]]

広島クラスター広島クラスター
[ [ ライフライフ]]

大阪北部大阪北部
（彩都）クラスター（彩都）クラスター
[[ライフライフ]]

京都クラスター京都クラスター
[ [ ナノナノ]]

長野・上田クラスター長野・上田クラスター
[ [ ナノナノ]]

札幌クラスター札幌クラスター
[ IT ][ IT ]

関西広域関西広域
クラスタークラスター

福岡クラスター福岡クラスター
[ IT ][ IT ]

北九州学術研究北九州学術研究
都市クラスター都市クラスター
[ IT ][ IT ]

九州広域九州広域
クラスタークラスター

仙台クラスター仙台クラスター
[ IT ][ IT ]

富山・高岡クラスター富山・高岡クラスター
[ [ ライフライフ]]

徳島クラスター徳島クラスター
[ [ ライフライフ]]

金沢地域
[ ライフ]

宇部地域
[ ライフ]

名古屋クラスター名古屋クラスター
[ [ ナノナノ]]

岐阜・大垣地域
[ ライフ]

事業実施地域

試行地域

※「産業クラスター計画」とも連携

参考２（知的クラスター創生事業）Ｈ１４年度～ １５地域（文部科学省）
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Ⅴ－４．科学技術システム改革（４）

国立大学等施設緊急整備５か年計画の進捗状況
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13年度 14年度 15年度 16年度 17年度目標

17年度目標
15年度当初

14年度補正
14年度当初

13年度補正
13年度当初

(億円)

14年度当初
1,464億円

13年度当初
2,498億円

13年度補正
3,957億円

14年度補正
1,163億円

15年度当初
2,079億円

6,455億円
(40.1%)

9,082億円
(57.5%)

11,161億円
(70.7%)

約1.6兆円

科学技術振興のための基盤の整備

●知的財産の保護と活用に関する戦略を提言

（取組み例）
・知的財産の創造を重視した研究開発の推進
・知的財産の大学等機関一元管理の原則の推進
・大学知的財産本部（＊）やＴＬＯの整備．．．（＊）Ｈ１５年度に４３機関採択
・戦略的な国際標準化活動を強化

○「知的財産戦略大綱」(H14.7)へ反映 →「知的財産基本法」制定(H14.12)
○「知的財産の創造、保護及び活用に関する推進計画」(H15.7)へ反映→迅速な取組みへ

《知的財産権制度の充実》

《国立大学の施設の整備》
●「国立大学等施設緊急整備5か年計画」の進捗状況
Ｈ１３年度約６，５００億円→Ｈ１５年度約１１，２００億円
（目標：Ｈ１７年度１６，０００億円）
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Ⅵ．今後の改革課題

◎科学技術関係人材の育成・確保
（科学技術関係人材専門調査会において検討）

◎先端的な分析・計測技術・機器の研究開発基盤の整備

◎府省連携・横断型研究開発プロジェクトの積極的展開
（ナノテクノロジー・材料分野、環境分野 等）

◎科学技術駆動型の地域経済発展に向けた更なる取組み
（地域クラスター形成、研究開発型ベンチャー創出支援 等）

◎独立した配分機関による資金配分（競争的研究資金改革）

等

第３期科学技術基本計画へ


